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第１章　調査実施の背景・目的

１－１　調査の背景

　昨今、我が国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力の期待が高まるとともに、

日本国内でも科学技術に関する外交の強化や科学技術協力における政府開発援助（ODA）活用

の必要性・重要性が謳われてきた。このような状況を受けて、2008年度より「地球規模課題に

対応する科学技術協力」事業が新設された。本事業は、環境・エネルギー、防災及び感染症をは

じめとする地球規模課題に対し、我が国の科学技術力を活用し、開発途上国と共同で技術の開

発・応用や新しい知見の獲得を通じて、我が国の科学技術力向上とともに、途上国側の研究能力

向上を図ることを目的としている。また、本事業は、文部科学省、独立行政法人科学技術振興機

構（JST）、外務省、独立行政法人国際協力機構（JICA）の4機関が連携するものであり、国内で

の研究支援は JSTが行い、開発途上国に対する支援は JICAにより行うこととなっている。　

　近年需要が急増している燃料エタノールの使用は地球温暖化対策に有効であるが、現状では食

用資源を原料としているため問題が生じている。本研究課題ではサトウキビ糖液からのエタノー

ル生産が既に大規模に実施されているブラジル連邦共和国（以下、｢ブラジル｣）において、現

在エタノール原料には利用されていないバガス、枯葉などのサトウキビ由来非食用資源からのエ

タノール生産技術を確立するための研究開発を実施し、持続可能なバイオエタノール燃料の生産

による地球温暖化の緩和に貢献することを目的とする。このような背景の下、ブラジル政府から

地球規模課題対応国際科学技術協力として「サトウキビ廃棄物からのエタノール生産研究プロ

ジェクト」が要請され、本邦関係機関の協議を経て技術協力プロジェクトとして採択された。

　本調査は、ブラジル政府からの協力要請の背景、内容を確認し、先方政府関係機関〔リオデ

ジャネイロ連邦大学（UFRJ）、サンタカタリーナ連邦大学（UFSC）等関係機関〕との協議を経て、

協力計画を策定するとともに、当該プロジェクトの事前評価を行うために必要な情報を収集、分

析することを目的として実施された。

１－２　調査の目的

　本詳細計画策定調査は、ブラジル政府からの協力要請の背景、内容を確認し、先方政府関係機

関（UFRJ、UFSC等関係機関）との協議を経て、協力計画を策定するとともに、以下の活動を行い、

ミニッツ（M/M）に取りまとめ、署名・交換を行うことを目的として実施された。

（1）プロジェクトに関する現状を把握し、情報を収集したうえで、プロジェクト・デザイン・

マトリックス（PDM）案及び事前評価表案を作成

（2）地球規模課題科学技術協力の枠組み（協力内容、範囲、投入計画）についてカウンターパー

ト（C/P）機関の理解を得て、プロジェクト実施体制案を確認
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担当分野 氏　名 所　属

団　　長 十郎　正義 JICA  国際協力専門員

研究総括代理
矢野　伸一 独立行政法人  産業技術総合研究所  バイオマス研究センター  エタ

ノール・バイオ変換チーム  主任研究員

協力企画 戸村　浩之 JICA  産業開発部  資源・省エネルギー課  職員

評価分析 岸並　賜 株式会社  国際開発アソシエイツ

研究計画 大川　久美子 独立行政法人  科学技術振興機構  地球規模課題国際協力室  調査員

なお、全日程に JICAブラジル事務所の宮本所員が同行した。

１－４　調査日程

月日 曜 日　程 滞　在

12/9 火 移動（成田→ブラジリア） 機内泊

12/10 水 ブラジリア着 ブラジリア

12/11 木

JICAブラジル事務所訪問

在ブラジル日本国大使館表敬

外務省訪問

ブラジリア

12/12 金
科学技術省訪問

農牧省エタノール担当者と JICA事務所にて打合せ
ブラジリア

12/13 土 移動（ブラジリア→リオデジャネイロ） リオデジャネイロ

12/14 日 団内協議、報告書作成 リオデジャネイロ

12/15 月

UFRJ表敬、プレゼンテーション（UFRJ、AIST）
UFRJとの協議（M/M、PDM）

在リオデジャネイロ総領事館表敬

リオデジャネイロ

12/16 火 UFRJ、UFSCとの協議（M/M、PDM） リオデジャネイロ

12/17 水 UFRJ、UFSCとの協議（M/M、PDM） リオデジャネイロ

12/18 木
移動（リオデジャネイロ→フロリアノポリス）

UFRJ、UFSCとの協議（M/M、PDM）
フロリアノポリス

12/19 金
UFRJ、UFSCとの協議（M/M、PDM）、M/M署名

移動（フロリアノポリス→成田）
機内泊

12/20 土 移動 機内泊

12/21 日 東京着

１－５　主要面談者

　＜ブラジル側関連機関＞

　・リオデジャネイロ連邦大学（UFRJ）
-   Prof. Elba Pinto da Silva Bon（Professor of Chemistry Institute）

１－３　調査団の構成
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-   Prof. Gilberto B. Domont （Professor of Chemistry Institute）
-   Prof. A. Claudio Haber（Professor of Chemical Engineering Graduate Program, COPPE）
-   Mr. Ricardo Pereira（Coordinator of Innovation Agency）
-   Mr. Rogerio Filgueiras（Assistant Coordinator of Innovation Agency）
-   Prof. Elis Cristina Araujo Eleutherio （Professor of Chemistry Institute）
-   Prof. Tito Livio Moutinho Alves （Deputy Head of Chemical Engineering Graduate Program, COPPE）

　・サンタカタリーナ連邦大学（UFSC）
-   Prof. Boris Juan Carlos Ugarte Stambuk （Professor of Biochemistry Department）

　・ 外務省科学技術局〔Ministry of External Relations （MRE), Division of Science and Technology〕　
-   Mr. Felipe Costi Santarosa （Head, Division of Science and Technology）
-   Ms. Ivana Vilela Lima（Division of Science and Technology）

　・科学技術省（Ministry of Science and Technology）
-   Mr. Álvaro Fabricio dos Santos （General Coordinator of Space Affairs, International Affairs

 Advisory）
-   Mr. Paulo Sérgio Ávila Santos （International Affairs Advisory）
-   Mr. Caio Livio da Souza Araujo（International Affairs Advisory）

　・農牧省（Ministry of Agriculture, Cattle and Supply）
-   Mr. Alexandre Betinardi Strapasson（Division of Sugarcane and Agroenergy）

　＜日本側関連機関＞

　・在ブラジル日本国大使館

-   宮下匡之  参事官

-   吉村一元  一等書記官

-   酒井了  二等書記官

-   竹中康進  三等書記官

　・在リオデジャネイロ総領事館

-   福川正浩  在リオデジャネイロ総領事

-   福与孝良  専門調査員

　・JICAブラジル事務所

-   芳賀克彦  所長

-   吉田憲  次長

-   宮本義弘  所員
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第２章　協議結果概要

　現地調査の結果を踏まえ、調査団とUFRJ、UFSCは協議を行い、その結果、プロジェクトの基

本計画及び実施体制がM/Mに記載され、調査団長とUFRJボン教授、UFSCスタンバック教授と

の間でM/Mの署名・交換が行われた。

　M/Mの概要は以下のとおりである。

1．案件名

　和文：サトウキビ廃棄物からのエタノール生産研究

　英文：Research on Ethanol Production from Sugarcane Wastes

2．実施までの今後のプロセス

　調査団は案件実施までに以下のプロセスがあることを説明した。

（1）案件開始のための正式文書（討議議事録：R/D）が、JICAブラジル事務所、ブラジル外務

省科学技術局、UFRJ、UFSCの間で2009年3月末までに署名される。

（2）ブラジル側はC/Pとなる研究者リスト、金額を含めた機材リストを2009年2月末までに提

出する。

（3）日本側は2009年2月末までに専門家 /研究者リストを提示する。

3．C/P機関

　UFRJ
　UFSC
  
4．協力期間

　プロジェクト協力期間は3年間である。

5．プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）

　両者は活動のモニタリング、評価、マネージメントのツールとしてAppendix IIのPDMを使用

することを合意した。PDMはプロジェクト期間中、両者の運営指導の結果、必要に応じて改良

される。

6．前提条件

　科学技術省の FINEPファンドはプロジェクト開始に必須である。したがって、「UFRJへの

FINEPファンドが採用される」ことが前提条件となり、ブラジル側は JICAブラジル事務所の宮

本所員へ文書及び電子メールでファンドの採用を報告することを、両者は合意した。

7．プロジェクトのスケジュール

　オペレーションプラン（PO）案と投入計画（TSI）案は Appendix IIIとAppendix IVに示された

とおりである。
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8．合同調整委員会（JCC）
　（1）機能

JCCは必要に応じ、あるいは少なくとも年に1回、開催される。その機能は以下のとおり

である。

①　POに基づいたプロジェクトの実施計画を監督する

②　プロジェクトの進捗確認及び年間目標の達成度評価

③　To find out proper ways and means for solution of the major issues arising from or in connection 
with the Project.

　（2）委員会の構成

1）委員長

　エルバ・ボン教授（UFRJ化学研究所）

2）構成員

　　　（省略）

9．両国からの投入

　プロジェクト開始のために両国側は以下の必要な投入を行う。

　（1）日本側

1）専門家 /研究者の派遣

　  JICAは以下の分野の専門家 /研究者を派遣する。

　　　　-   研究総括

　　　　-   前処理技術

　　　　-   糖化酵素、加水分解、発酵

　　　　-  プロセス設計及びベンチマークスケール実施、Life Cycle Assessment（LCA）、総合生

産システム

2）機材

予算の範囲内で、JICAは必要な機材を供与する。

3）ブラジル側C/P研究者の本邦研修 /研究活動

JICAはプロジェクトに関係したブラジル側C/P研究者の本邦研修 /研究活動を受け入れ

る。

4）管理スタッフ

JICAはプロジェクトの管理に人を配置する。

　（2）ブラジル側

1）C/P研究者、人材の配置

ブラジル側は管理のための人材を含め、以下の分野の必要なC/P研究者、人材を配置する。

　　　　-   研究総括

　　　　-   前処理技術

　　　　-   糖化酵素、加水分解、発酵

　　　　-   プロセス設計及びベンチマークスケール実施、LCA、総合生産システム
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2）執務室及び設備の提供

　　　（省略）

3）予算の割当

　　　（省略）

10．プロジェクト管理体制

　（1）プロジェクト責任者　　　　　　　エルバ・ボン教授（UFRJ化学研究所）

　（2）プロジェクトマネージャー　　　　ボリス・スタンバック教授（UFSCバイオ化学学部）

　（3）コーディネーター　　　　　　　　リカルド・ペレイラ氏（UFRJイノベーション局）

11．ベンチマークスケール研究

　両者は、ベンチマークスケール研究がプロジェクト内で実施され、サイト及び大きさについて

は第1回 JCCで決定されることを確認した。

12．補足事項

　（1）地球規模課題対応国際科学技術協力

　　（省略）

　（2）共同研究契約

1）両国の研究機関は既存の産業技術総合研究所（AIST）とUFRJ間の共同研究契約（2008

年7月2日締結）第2条3項及び第9条に基づき、本プロジェクトの実施に必要な条項を加

える。

2）共同研究契約には生物遺伝資源へのアクセスについての記載を追加する。

13．その他

　UFRJとUFSCにおいて、以下のバイオマス・エタノール研究のセミナーが開催された。

　・エルバ・ボン教授（UFRJ化学研究所）

　・矢野伸一（AISTバイオマス研究センター）

　・クラウディオ・ハベルト教授（COPPE, UFRJ）
　・ルイス・ピンゲリ・ロサ教授（COPPE, UFRJ）
　・ボリス・スタンバック教授（UFSCバイオ化学学部）
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第３章　団長所感

３－１　ブラジルにおけるエタノール生産に係る政策

　農牧省の担当課長によれば、ブラジルは自動車燃料のエタノール転換を積極的に推進していて

ガソリンとの混合利用を義務づけるため、それに準じた自動車エンジンの改良も進めており、現

在ではFLEX仕様のエンジン（エタノール比率が0から100まで柔軟に対応できるエンジン）が

搭載された車両の生産が進んでいる。今後、エタノール需要の伸びは石油価格が激変しない限り

順調に推移するとみている。ブラジルにおけるエタノール生産の拡大が、現状サトウキビからの

砂糖生産に影響を及ぼすことを各方面から指摘されていることも受けて、第2世代のエタノール

生産研究に莫大な研究費を費やしている。同研究は大学だけでなく、PETROBRASなど大手の石

油会社所有の研究所なども躍起になって開発に取り組んでいるテーマである。この研究で成果を

あげれば、サトウキビだけではなく、その他の植物系の未利用資源の有効利用が期待できるとい

うことでエネルギー革命が期待できる。現在のブラジルにおけるサトウキビ生産は年間5億5,000
万 tで、うち57％はエタノール生産に利用されている。年率にして15 ～ 17％の生産増加がみら

れる。残りの43％が砂糖生産で、生産量は年率にして5％増加している。サトウキビからのエタノー

ル生産は年に270億  tで50億 tが輸出されて、220億 tがブラジル国内向けである。

　今回の JICA、JSTが関係する科学技術協力については農牧省の担当課長の立場で成果の期待と

ともに共同研究という事業を評価しているし、成果は当然各方面と共有しながら研究が進むこと

を期待しているとのことであった。今後の同分野における協力が展開する過程において、彼のよ

うな JICA帰国研修員の関与は大いに活用するべきであるし、各方面との調整の要があれば大き

な助けになることも期待される。また今回の科学技術協力プロジェクトにおける農牧省の関与に

ついて質問したところ、大学などの科学技術関係の研究予算は、科学技術省の所管であるし、商

業ベースのアルコール生産については、農牧省と科学技術省が共管することになる。いずれにし

てもテーマごとに各省庁が連携を保っているので心配は無用とのことであった。

３－２　ブラジル側大学研究機関との協議を通じて

　今回の科学技術協力が初めてということもあるが、これまで集団研修員受入れ以外では JICA
との協力関係の経験の全くない研究機関であり、また、それ以上に外部からの支援を受けるとい

うことの概念がそもそも技術協力の世界とは違っていることを改めて痛感させられた。というの

も大学や研究機関にとって支援とは資金面のサポートそのものであり、特にブラジルのような発

展の勢いがめざましい国の大学研究機関、しかもバイオマス研究においては世界でもトップラン

ナーに入る研究者にとって、日本から技術を学ぶとかキャパシティ・ディベロップメントのため

の技術協力という概念は存在しないのである。現実、彼らは各方面からファンドを集めてそれを

彼らの研究資金として活用して研究の成果を出しているのが現状である。研究室で働く（研究活

動に従事する）学生への奨学金や博士後研究員（ポスドク）への給与などもこのファンドによっ

て賄われている。今回の科学技術協力が全く新しい仕組みであり、JSTが国内の研究機関の活動

を資金面でサポートすることと、一方で JICAがC/P研究機関に対し協力を展開することの関係も

概念図では理解できても、具体的に JICAがブラジル側に対してどういう支援（基本的には資金

面において）があり得るのかに関心があるようだ。研究者の交流派遣というスキームが日本の支

援だと言われても即座に納得できる関係者はいなかった。機材を供与するというような具体的な
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貢献がないと、支援を受けていると彼らが認識するのは困難な様子と見受けられた。

　このような状況ではあったが、今回の科学技術協力の枠組みを一から説明し、改めて理解を確

認した後に通常の技術協力の場合と同様に協力の全体枠組みや双方が負担すべき事項などととも

に、今回の協力の前提となる共同研究機関同士の合意文書の確認の必要性などについて、一応理

解が得られたこと、また実施に向けての第一ステップをクリアできたことは幸いであった。とに

もかくにも、彼らにとって一番面倒で時間の浪費だと考えることを納得させないことには先に進

めないわけで、その点は彼らにも理解してもらえたわけである。実は彼らは既にファンドを確保

するために、行政事務の面倒くささをぼやきながらも、これに類似した協議や交渉はかなりやっ

ているようではあるが。

３－３　事前の制度広報の欠如と協力の枠組みに対する認識の差

　科学技術協力の制度に関する広報の不徹底と末端研究機関までの周知の不徹底さが協議の過程

における印象である。日本国内においては研究機関への説明や指導を行う体制が十分とられてい

るのに対し、現地側については、中央の関係省庁（例えば今回は科学技術省）に対しては、日本

政府を通じて一通りの制度説明と条件などが説明されていると思われるが、あえてそれが十分で

あったとしても、その先の実施機関（共同研究機関）に対しては、制度説明は紙の上だけで終わっ

ていてそもそも技術協力に縁のなかった研究組織が突然日本から協力を得られることになったと

いえば資金支援を期待するであろうし、「専門家」や「研修員」という言葉で突然調査団から説

明を受け、不可解かつ不愉快に思ったことは容易に想像される。事実、今回の協議において一番

の障害になった点が、まさにこの用語の使い方である。専門家や研修員という従来の技術協力の

枠組みのなかで日本が長年使用してきた用語を、今回の科学技術協力という高等研究機関同士の

共同研究協力という崇高な中身にもかかわらず、相変わらず硬直的に専門家だ、研修員だと言い

放つのは、調査団としても気が引ける思いで協議にあたらざるを得なかった。先方も最後までこ

の点は譲らず、その結果妥協案として、先方が主張する用語との併記をすることでかろうじて

M/Mの確認合意という調査団としての最低ラインの結果を出せたことは、よかったものの、こ

れからのR/D協議においては再度この問題が噴出することは容易に想像される。

　現場に対する広報の欠如もさることながら、本案件のように科学技術協力と位置づけされ要請

される案件については、ブラジル外務省窓口機関がこれまでの技術協力の担当局であるブラジル

外務省国際協力庁（ABC）ではなく、JICAとしてこれまでほとんど付き合いのない科学技術局

が所管することになったことである。R/Dの署名者となるブラジル外務省科学技術局がいろいろ

注文をつける可能性は否定できない。日本側は従来の技術協力協定の枠内で今回の科学技術協力

を実施しようとしているが、相手側は、既に本件協力の仕組みが従来の技術協力の枠組みでは制

度的にはまらないことを見抜いている点で日本側よりも一歩先んじているのではないだろうか。

　今後、ブラジルとの間で科学技術協力協定に関する新しい枠組み設定の議論の場が再開される

ことになれば、一般的に科学技術協力の実施に影響が出るだろうし、また本案件に限っても開始

時期が遅れる可能性も心配される。

３－４　日本側の制度設計の未整備

　研修員の派遣に関し、学生（博士課程を含む）の排除条項があることには、大いに疑問があり、

この点については早急に見直しをするように進言する。研究の最前線にいる現役の博士課程研究



－ 9－

者が科学技術協力における研究開発協力に実質的に参加できないような日本の仕組みは世界標準

からしても疑問があるし、日本国内を見ても一番論文提出に精を出して最先端研究に取り組んで

いるのは博士課程の学生であることを再度認識してもらいたい。産業技術総合研究所バイオマス

研究センターでは、従来の国別研修の枠内で2008年11月からUFRJボン教授配下の大学院生を受

け入れて研修を実施している。当該研修員は今後帰国して共同研究に従事することが見込まれて

いるわけで、JICA企画部において、この状況をどう整理しているかが不明である。今回の協議

中においては先方からのこの点では追及はなかったが、今後きちっと制度の見直しが必要と思料

する。

　先に触れたことではあるが、今回の出張で当初から気になっていた専門家や研修員の用語の使

い方であるが、想像したとおり、先方からも今回の科学技術協力の仕組みと性格からして、共同

研究の色が濃くどちらが専門家あるいは研修員というのではなく、双方の研究の現場を活用しな

がら高い目標に向かって研究成果を達成することにあるという観点からも、すべてのドキュメン

トにおいて、専門家と研修員という表現は是非ともリサーチャーという表現に変更するよう強い

要望があり、その点において最後まで譲ることがなかったことから、M/Mの範囲においては併

記することをM/Mの冒頭で断りを入れた。ただし、今後R/D協議においても同様の要求が見込

まれる。日本が長年続けてきた技術協力の理念をいつまでも誇示するし、果たしてこの新しい協

力のスキームを旧態依然の枠組みのなかで実施することに意味があるのかを改めて関係者で議論

し、協働の本質が、使用する用語にも現れるような改訂作業が早急に進められることを期待した

い。

　今後このまま技術協力協定の枠内で実施し続けるならば、新規の科学技術協力の実施が早晩行

き詰ることが予想される。何ら先方と JICAとの関係は変わらないわけで、本質的な共同という

考えがなくなって、従来の技術協力とどこに大きな違いがあるのかが見えにくくなりはしないだ

ろうか。

３－５　ベンチマークスケールシステムプラント及びその他機材の調達

　具体的な規模やプラントの資機材及び建設に係る費用の概算などは、今回の調査期間中には確

認することができなかったが、今後日本側の事前評価表及び実施計画書の作成にあわせて先方か

ら検討結果の提出がある見込みである。調査期間中の議論の過程では、１億円前後の数字が飛び

交っていたようである。また、ラボラトリー関係の機材については今後提出される先方からの要

望を確認する必要はあるが、特に粉砕機の調達が必要との日本側研究者の見立てである。

３－６　現地調整員の配置

　JICAブラジル事務所との相談の結果及び、UFRJ、UFSCの教授との協議を通じて、基本的には

本部からの調整員派遣は不要と判断する。ただし、現地において日本人専門家（研究者）不在の

期間も共同研究は継続しており、JICA事業部分の事務的な作業（現地業務費等の会計報告や全

体スケジュールに対する事業進捗報告、ブラジル側のプロジェクトに絡む総務・人的異動情報な

どの総合管理業務等）については、日本側で人を配置（週3日程度の勤務体制）する必要がある

と考える。勤務地はUFRJとし、必要に応じてサンタカタリーナへの出張を依頼する方法が適当

である。人材の確保については、現地派遣会社を通じる方法、または JICAブラジル事務所が直

接個人と契約する方法などがあり、いずれの場合でも JICAブラジル事務所の管理で実施される
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ので問題はない。

３－７　本件協力開始に係る懸案事項

　本件協力の主管大学UFRJのボン教授はバイオエタノール研究基金からの拠出金（1,000万レア

ル）を科学技術省に申請していて、同資金の内訳は新しい研究棟の建設費用（既に一部建設工事

中）や同教授が新しく取り組む予定の研究活動経費（人件費等のランニングコスト）で、当然な

がら JICAとの科学技術協力に必要な経費もそのなかで賄われる。早ければ2008年の12月中に答

えが出る見込みとのことであるが、回答時期についてはどこまで確かなものかは不明。同基金か

らの資金提供の承認の可否が JICAプロジェクトの実施にも大きく影響し、場合によってはプロ

ジェクト開始のための前提条件になることも確認できた。
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第４章　事業事前評価結果

４－１　プロジェクトの背景と必要性 

　（1）ブラジルにおける環境・エネルギーセクターの現状と課題

近年、需要が急増している燃料エタノールの使用は地球温暖化対策に有効であるが、現状

では食用資源を原料としているために食糧との競合という問題が生じている。ブラジルにお

いては、エタノール生産が既に大規模に実施されているが、現在エタノール原料には使用さ

れていないサトウキビから糖液を絞った残渣（バガス）、枯葉などのサトウキビ由来非食用

資源からのエタノール生産技術を確立するための研究開発を実施し、持続可能なバイオエタ

ノール燃料の生産による地球温暖化の緩和に貢献することを目標に掲げている。このような

背景の下、ブラジル政府から地球規模課題対応国際科学技術協力として「ブラジル連邦共和

国サトウキビ廃棄物からのエタノール生産研究」が要請され、本邦関係機関の協議を経て、

当該プロジェクトの協力計画を策定することとなった。

　（2）ブラジルにおける環境・エネルギーセクター政策と本事業の位置づけ

農牧省によれば、ブラジルは自動車燃料のエタノール転換を積極的に推進しており、ガソ

リンとの混合利用を義務づけるため、それに準じた自動車エンジンの改良も進めている。今

後エタノール需要の伸びは石油価格が激変しない限り順調に推移するとみている。また、同

国におけるエタノール生産の拡大が、現状サトウキビからの砂糖生産に影響を及ぼすことを

各方面から指摘されていることも受けて、第2世代のエタノール生産研究に莫大な研究費を

費やしている。同研究は大学だけでなく、PETROBRASなど大手の石油会社所有の研究所な

ども真剣に開発に取り組んでいるテーマであり、ブラジルにとって特に重要な政策であると

いえる。

　（3）ブラジルの環境・エネルギーセクターに対する我が国及び JICAの援助方針と実績　

我が国は、首脳会談や定期的な政策協議において、「環境」を援助重点分野としており、

本件はこの方向性に合致する。また、JICAの協力方針においては、気候変動対策プログラ

ムに合致しており、国別事業実施方針における「気候変動（地球温暖化）対策におけるパー

トナー関係強化」に直結している。

また、バイオ燃料分野では、「リオグランジドノルテ州小農支援を目指したバイオ燃料作

物の導入支援プロジェクト」を実施中。

開発途上国からの我が国の科学技術を活用した地球規模課題に関する国際協力の期待が

高まるとともに、日本国内でも我が国の科学技術による外交の強化や科学技術協力における

ODA活用の必要性・重要性が謳われてきた。内閣府総合科学技術会議が取りまとめた「科

学技術外交の強化に向けて」（平成19年4月、平成20年5月）や、平成19年6月に閣議決定

された「イノベーション25」において途上国との科学技術協力を強化する方針が打ち出さ

れている。そのようななかで環境・エネルギー等を含めた地球規模課題に対し、開発途上国

と共同研究を実施するとともに、途上国側の能力向上を図ることをめざす「地球規模課題に

対応する科学技術協力」事業が平成20年度に創設された。本案件はそのひとつとして採択

されたものであり、我が国政府の援助方針・科学技術政策に合致している。
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なお、「地球規模課題に対応する科学技術協力」事業は、文部科学省、JST、外務省、JICA
の4機関が連携するものであり、国内での研究支援は JSTが行い、開発途上国に対する支援

は JICAが行うこととなっている。

　（4）他の援助機関の対応

　　　特になし。

４－２　プロジェクト概要

　（1）事業の目的

サトウキビ糖液からのエタノール生産が既に大規模に実施されているブラジルにおいて、

現在エタノール原料には利用されていないバガス、枯葉などのサトウキビ由来非食用資源か

らのエタノール生産技術を確立するための研究開発を実施し、持続可能なバイオエタノール

燃料の生産による地球温暖化の緩和に貢献することを目的とする。

　（2）プロジェクト・サイト /対象地域名

　　　リオデジャネイロ連邦大学（UFRJ）、サンタカタリーナ連邦大学（UFSC）で実施する。

  
　（3）事業概要

　　1）プロジェクト目標と指標・目標値

プロジェクト目標：「サトウキビ廃棄物からベンチスケール1 でのエタノール生産が実現

される。」

指標：数百kg/バッチ程度を目安としたベンチプラントにおいてサトウキビ廃棄物からの

エタノールが生産される。

　　2）成果と想定される活動（あるいは調査項目）と指標・目標値

　　　成果：1   以下の要素技術が確立される。

　　　　　　・サトウキビに適した前処理技術

　　　　　　・前処理物に適した糖化酵素及び酵素の生産技術

　　　　　　・高効率エタノールの生成技術

　　　　　　・キシロース2発酵性微生物の生成技術

　　　指標：1-1．前処理と酵素処理により、75％以上の糖化効率を得る。

　　　　　　1-2．85％以上のヘキソース3 からの発酵効率を得る。

　　　　　　1-3．キシロースの発酵が可能になる。

　　　活動： 1   要素技術の確立

　　　　　　1.1　前処理技術

1   研究室レベルより大きく、パイロットレベルよりも小さいサイズ。産業技術総合研究所バイオマス研究センターでは 1 回処理量

200kg 木材のベンチプラントが稼働中。
2    藁（わら）・竹・木材などに含まれる多糖類キシランの構成成分。化学式 C5H10O5　還元糖で、甘みがあるが、ヒトの栄養になら

ない。糖尿病患者用の甘味料として利用する。木糖。出典：『大辞林』
3    炭素原子数が 6個の単糖類の総称。分子式 C6H12O6　D- グルコース（ブドウ糖）・D- フルクトース（果糖）・マンノース・ガラク

トースなど。六炭糖。出典：『大辞林』
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　　　　　　　1.1.1　サトウキビ廃棄物に適した処理条件の開発

　　　　　　　1.1.2　スケールアップのための研究開発

　　　　　　1.2　糖化酵素及び酵素の生産技術

　　　　　　　1.2.1　効率的な糖化酵素及び混合酵素系の開発

　　　　　　　1.2.2　ブラジルにおけるオンサイト4 酵素生産技術の開発

　　　　　　1.3　高効率発酵酵母5 
　　　　　　　1.3.1　高効率発酵酵母のブラジルでの探索

　　　　　　　1.3.2　高効率発酵酵母の実用生産株としての改良・育種

　　　　　　1.4　キシロース発酵性微生物

　　　　　　　1.4.1　キシロース発酵性微生物のブラジルでの探索

　　　　　　　1.4.2　キシロース発酵性微生物の改良・育種

成果：2 「設計されたサトウキビ廃棄物からのエタノール生産システムの有効性が確認さ

れる。」

指標：2 従来型の生産方法（サトウキビ糖液からのエタノール生産）と比較して、新シス

テムの生産方法（サトウキビ糖液と廃棄物からのエタノール生産）による温室効

果ガス排出削減効果が20%以上向上する。

活動：2 生産プロセスのためのライフサイクル評価 6

　　　　　　2.1　エネルギー収支の解析評価

　　　　　　2.2　温室効果ガス削減効果の解析評価

　　　　　　2.3　経済性の評価とシステム設計

　　3）投入の概要

　　　＜日本側＞

　　　①専門家：短期専門家13名  
　　　②本邦研修：6名 /年×3年 
　　　③供与機材：前処理、発酵、糖化用実験機材等

　　　④在外事業強化費

　　　＜ブラジル側＞

　　　①カウンターパート（C/P）：20名

　　　②施設、機材等：　

 ・UFRJ、UFSCにおける研究者執務用事務室と設備

 ・前処理、発酵、糖化用実験機材、ベンチスケールプラント用機材購入、建設費

 ・参加研究者の研究に係る諸費用（研究予算、旅費等）

4    エタノール生産現場における酵素生産技術開発。
5    高効率で発酵させるための酵母
6   商品の環境に与える影響を、資源の採取から、加工・販売・消費を経て廃棄に至るまでの各過程ごとに評価する方法。環境への

負荷のより小さい生産方法や代替原料・代替製品を選択していこうという考え方が根底にあり、国際標準化機構（ISO）により

国際的なガイドラインが策定されている。出典：『大辞林』
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　（4）事業実施体制（実施機関 /C/P）
ブラジル側研究機関：UFRJ（代表機関）及びUFSC
日本側研究機関：独立行政法人  産業技術総合研究所バイオマス研究センター

４－３　評価結果

　（1）妥当性

妥当性は以下の理由から高いといえる。

1）ブラジルの国家計画やエネルギー政策との整合性

前述のとおり、ブラジルにおいては、自動車燃料のエタノール転換を積極的に推進して

いることに加え、現在エタノール原料には使用されていないバガス、枯葉などのサトウキ

ビ由来非食用資源からのエタノール生産技術を確立するための研究開発を実施し、持続可

能なバイオエタノール燃料の生産による地球温暖化の緩和に貢献することを目標に掲げて

いる。

2）日本の援助政策からみた妥当性

気候変動対策プログラムに合致しており、国別事業実施方針における「気候変動（地球

温暖化）対策におけるパートナー関係強化」に直結している。

　　3）対象地（サイト）の選定

ブラジルにおいてUFRJ、UFSCはともに当該分野でトップクラスの研究を実施しており、

既に日本側研究機関と緊密な連絡が取れている。UFRJはセルロース系バイオマスの酵素糖

化によるエタノール生成研究、またUFSCは発酵微生物の研究において大きな実績がある。

（2）有効性

有効性は以下の理由から高いといえる。

プロジェクト目標は明確であるとともに、指標やその入手手段についてもベースラインや

客観性、再現性などの観点からも妥当である。また上記アウトプットの確立は、いずれもプ

ロジェクト目標を達成するために必要であり、過不足なく設定されている。プロジェクト目

標達成のための外部条件としては「大学の研究活動が停止しない」「原料廃棄物の供給が安

定している」があげられている。

（3）効率性

効率性は以下の理由から比較的高いといえる。

アウトプットは明確であるとともに、指標やその入手手段についてもベースラインや客観

性、再現性などの観点からも妥当である。また投入について、UFRJが別途ブラジル科学技

術省に申請している応用研究のための活動資金（Finaciadora de Estudos e Projetos：FINEP）の

研究予算は、産業技術総合研究所との研究協定を実現する手段として申請されており、機

材をはじめとして本事業に係る事業費の半分以上はFINEPで措置される。残りの事業費は

ODAにて措置されるが、その内訳を日本、ブラジル双方関係者間で確認することにより、
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案件の効率性が図られる。なおFINEPからの支援は本事業開始のための「前提条件」とされた。

（4）インパクト

本プロジェクトの活動及び成果は、サトウキビ糖液からのエタノール生産が活発なブラジ

ルにおいて、更に効率的なエタノール生産を可能とするものであり、ブラジルの2つの大学

と民間企業等との間で廃棄物利用によるエタノール生産活動が開始されるための技術提携契

約などが締結されることで、サトウキビ廃棄物からの実用的エタノール生産システムが構築

されて、それによる燃料用エタノールが生産されることが見込まれる。また、本プロジェク

トの成果が応用されることで、気候変動問題等に係る地球規模課題の克服への貢献が見込ま

れる。

外部条件については、ブラジル側からの説明によれば「エタノール製造企業との契約が成

立する」、「特許取得が成功する」などが考えられるが、それは満たされる可能性は極めて高

いため、外部条件として不適切ではないかとの指摘もあったが、今後状況を見て判断するこ

ととした。

（5）自立発展性

本事業は、以下の理由から相手国政府によりプロジェクト終了後も継続されることが見込

まれる。

1）政策・制度面

ブラジルは、エタノール原料には使用されていないバガス、枯葉などのサトウキビ由来

非食用資源からのエタノール生産技術を確立するための研究開発を実施し、持続可能なバ

イオエタノール燃料の生産による地球温暖化の緩和に貢献することを目標に掲げており、

政策面での支援が期待できる。

2）組織・財政面

上記のとおり、FINEPが採用されたため、UFRJは人員の配置、機材等、投入を確保しており、

事業費の半分以上をブラジル側が支出するが、機材を中心に不足分を日本側から投入する

ため、ブラジル側による継続的な財政面での負担など、自立発展性を確保するための努力

が必要である。

また、本プロジェクトの実施機関であるUFRJ、UFSCは、いずれも連邦（国立）大学で

あるため組織・財政的に安定しており、存続についての懸念は少ない。また、技術レベル

も高く、本プロジェクトで開発される手法・技術を十分に咀嚼し、自らのものとして発展

させていく素地を備えていると判断される。

3）技術面

ブラジルにおいてUFRJ、UFSCはともに当該分野でトップクラスの研究を実施しており、

既に日本側研究機関と緊密な連絡が取れている。UFRJはセルロース系バイオマスの酵素糖

化によるエタノール生成研究、またUFSCは発酵微生物の研究において大きな実績がある。

本事業においてベンチスケールのプラントをUFRJに設置予定であり、UFRJは本事業終了
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後もこのプラントを活用し、民間企業等との連携を模索することを表明しているため、自

立発展性が見込まれる。

（6）実現可能性（リソース確保、前提条件）

本プロジェクトでは該当する共同研究・開発分野での必要な日本側の人的・組織的な

リソースは既にほぼ確保されている。ブラジル側の人的・組織的なリソースについても、

FINEPが承認されたことによりほぼ確保されていることから、プロジェクト開始の前提とな

る必要条件は特に存在しない。
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